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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第60期

第１四半期連結
累計期間

第61期
第１四半期連結
累計期間

第60期

会計期間

自平成23年
４月１日
至平成23年
６月30日

自平成24年
４月１日
至平成24年
６月30日

自平成23年
４月１日
至平成24年
３月31日

売上高（千円） 4,191,9146,577,630
    

23,765,512

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
△6,884 342,308    994,489

四半期（当期）純利益又は四半期純損

失（△）（千円）
△51,655 207,294    404,893

四半期包括利益又は包括利益

（千円）
△52,301 202,702    404,553

純資産額（千円） 5,101,9714,731,487    5,442,937

総資産額（千円） 12,596,43616,394,421
    

17,526,356

１株当たり四半期（当期）純利益金額

又は１株当たり四半期純損失金額

（△）（円）

△35.15 148.68    265.67

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額（円）
－ －     －

自己資本比率（％） 40.5 28.9     31.1

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第60期及び第61期第１四半期連結累計期

間については潜在株式が存在しないため、第60期第１四半期連結累計期間については１株当たり四半期純損

失金額であり、また、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。　

　

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

　なお、当社は、平成24年４月１日付で、連結子会社であった千葉圧力容器製造株式会社を吸収合併いたしました。これ

により、当社グループは、当社及び連結子会社２社により構成されることとなりました。　　
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。

　当社は、平成24年５月14日開催の取締役会において株式会社初田製作所（以下、「初田製作所」といいます。）と業

務提携を行うことを決議し、同日付で基本業務提携契約を締結しました。

 (1)　業務提携の理由　

　生産効率の向上、顧客視点に立った新たな需要に対応するための技術開発による国内市場への対応及び海外展開　

の強化を図るためであります。　　　

 (2)　契約の相手会社の名称　　株式会社初田製作所

 (3)　契約締結日　　　　　　　平成24年５月14日

 (4)　契約の内容

　各種消火器・消火設備をはじめとした、防災システム及び製品等において下記のとおり業務提携を行います。

　イ．防災システム及び製品等の生産および販売提携

　ロ．防災システム及び製品等の共同開発および技術供与提携

　ハ．海外拠点への防災システム及び製品等の販売・納入提携等

 (5)　その他

　本基本業務提携契約には両社の関係を強固なものにすることを目的として、資本提携ならびに人的提携が含まれて

おります。

　初田製作所は、平成24年５月15日、東京証券取引所の市場内立会外取引（ToSTNeT-１）を通じて、当社発行済株式総

数の15.04％（平成24年５月15日現在）にあたる232,000株を取得しました。本契約の効力は、当該資本提携の成立に

より生じております。　　
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

　

(1）業績の状況

  当第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）におけるわが国経済は、東日本大震

災後の復興・復旧需要などにより、企業活動や個人消費に回復が見られたものの、一方で欧州債務危機の顕在化、米

国経済の回復遅れ、更には中国経済の鈍化懸念等を背景に円高傾向が定着、また、電力供給懸念、電気料金の値上げ

などの要因も重なり、引き続き景気低迷感が先行する経済環境となりました。

　当社グループの属する消火・防災業界におきましても、民間設備投資は下げ止まりつつあるものの、電力供給懸

念、公共投資の抑制等の影響により、なお先行き不透明な状況が継続しております。

　このような経済状況のもと、当社グループは、引き続き、消火・防災に関する総合防災企業としての位置付けを強

化すべく、積極的な営業活動を推進してまいりました。また、各種消火・防災設備、消火器、消防自動車そしてそれら

のメンテナンスを通じて世の中に安心・安全を提供し、社会インフラを構築するという社会的使命を果たすべく、

防災意識が益々高まるなか、震災後の復旧・復興案件にもグループ一丸となって対応に尽力しております。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は6,577百万円（前年同期比2,385百万円増加）となりました。

　利益につきましては、工場原価の圧縮、引き続いての経費削減に努めた結果、営業利益は345百万円（前年同期比

327百万円増加）となりました。経常損益につきましては、当第１四半期に社債発行にかかる手数料を営業外費用に

計上したこと等により、経常利益342百万円（前年同四半期は６百万円の損失）、四半期損益につきましては、税金

費用を計上した結果、四半期純利益207百万円（前年同四半期は51百万円の損失）となりました。

　なお、平成24年４月１日付で、当社の100％子会社であった、千葉圧力容器製造株式会社を当社に吸収合併し、生産

の効率化そして工場作業員の流動化を図っています。また、平成24年５月14日に発表いたしました、株式会社初田製

作所との基本業務提携契約に基づき、両社によるワーキンググループを組成し、具体的施策を検討しております。　

　当社グループは、各種消火防災設備の設計・施工・保守点検、消火器及び消防自動車の製造・販売、防災用品の仕

入・販売等、広く防災事業を行っており、単一セグメントであるため、業績については営業種目別に記載しておりま

す。

　営業種目別の業績は、次のとおりであります。

　

　① 防災設備事業

　当第１四半期連結累計期間は、大型プラント物件の工事で大きく進捗があったこと等により、売上高は3,493百万

円（前年同期比1,639百万円増加）となりましたが、売上総利益につきましては、一部大型オフィス棟設備工事案件

で工事原価の増嵩を余儀なくされ、工事損失引当金を計上したこと等により、291百万円（同11百万円増加）となり

ました。

　② メンテナンス事業　

　当第１四半期連結累計期間は、引き続き、改修・補修工事案件が好調であったことから、売上高は1,541百万円（同

512百万円増加）、売上総利益は720百万円（同320百万円増加）となりました。

　③ 商品事業

　当第１四半期連結累計期間は、平成23年４月より施行された消火器点検基準の法令改正による消火器の買替え需

要が惹起されたこと、東日本大震災後の防災関連用品の需要が引き続き旺盛であったこと等により、売上高は1,313

百万円（同285百万円増加）、売上総利益は193百万円（同40百万円増加）となりました。

　④ 車輌事業　

　当第１四半期連結累計期間は、前年同四半期に計上した機器販売の大型案件がなかったこと等により、売上高は

229百万円（同51百万円減少）、売上総利益は、車輌製造固定費が吸収できず、1.8百万円（同40百万円減少）となり

ました。　
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(2）財政状態の状況

　当第１四半期連結会計期間末の資産合計は、16,394百万円（前連結会計年度末比1,131百万円減少）となりまし

た。

　流動資産は、13,033百万円（同1,095百万円減少）となりました。主な内容は、受取手形、売掛金及び完成工事未収

入金9,102百万円（同1,283百万円減少）等であります。

　固定資産は、3,361百万円（同36百万円減少）となりました。主な内容は、有形固定資産981百万円（同７百万円減

少）、のれん1,961百万円（同31百万円減少）等であります。

　負債合計は、11,662百万円（同420百万円減少）となりました。　

　流動負債は、9,604百万円（同1,042百万円減少）となりました。主な内容は、支払手形、買掛金及び工事未払金

6,337百万円（同634百万円減少）、短期借入金1,800百万円（同100百万円減少）等であります。

　固定負債は、2,058百万円（同622百万円増加）となりました。主な内容は、社債640百万円（同640百万円増加）、退

職給付引当金684百万円（同２百万円減少）、長期借入金315百万円（同17百万円減少）等であります。

　純資産合計は、4,731百万円（同711百万円減少）となりました。配当金の支払115百万円及び四半期純利益207百万

円を計上したことにより、利益剰余金が2,630百万円（同91百万円増加）となりました。また、自己株式の取得によ

り自己株式が798百万円増加しました。これらの結果、当第１四半期連結会計期間末における自己資本比率は28.9％

となりました。

　

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(4）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費の総額は、31百万円であります。

　　　　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。　
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 5,800,000

計 5,800,000

　

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成24年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年８月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,542,153 1,542,153
東京証券取引所

（市場第二部）　

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は100

株であります。

計 1,542,153 1,542,153 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　　　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高 
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成24年４月１日～

平成24年６月30日　
－ 1,542,153 － 171,145 － 171,145

　　

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。　
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載すること

ができないため、直前の基準日（平成24年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

　

①【発行済株式】

　 平成24年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  　1,541,500 15,415

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式数

は100株であります。

単元未満株式 普通株式     　   653 － 同上

発行済株式総数           1,542,153 － －

総株主の議決権 － 15,415 －

　（注）　当第１四半期連結会計期間において自己株式の取得を実施したため、平成24年６月30日現在の自己株式数は

286,200株（発行済株式総数に対する割合18.56％）であります。

　　

②【自己株式等】

 平成24年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

（注）　平成24年５月14日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第

156条の規定に基づき、自己株式の取得を決議し、当第１四半期連結会計期間に次のとおり自己株式の取得を実施

いたしました。

　　　　①　取得した株式の種類　　　　　当社普通株式

　　　　②　自己株式の総数　　　　　　　286,200株

　　　　③　取得価額の総額　　　　　　　798,498千円　

　　　　④　発行済株式総数に対する割合　18.56％

　　　　上記の自己株式取得の結果、平成24年６月30日現在の自己株式の保有状況は次のとおりです。

　　　　①　自己株式の総数　　　　　　　286,200株

　　　　②　発行済株式総数に対する割合　18.56％　

　

２【役員の状況】

　該当事項はありません。　　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成24年４月１日から平成

24年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,396,855 1,700,008

受取手形、売掛金及び完成工事未収入金 10,386,180 9,102,211

商品及び製品 789,385 909,889

仕掛品 130,347 158,304

原材料及び貯蔵品 404,580 513,297

未成工事支出金 672,898 397,061

繰延税金資産 290,167 198,481

その他 75,445 71,541

貸倒引当金 △17,033 △17,578

流動資産合計 14,128,829 13,033,218

固定資産

有形固定資産 989,228 981,378

無形固定資産

のれん 1,992,878 1,961,739

その他 38,290 40,262

無形固定資産合計 2,031,168 2,002,001

投資その他の資産 ※
 377,130

※
 377,823

固定資産合計 3,397,527 3,361,203

資産合計 17,526,356 16,394,421

負債の部

流動負債

支払手形、買掛金及び工事未払金 6,972,115 6,337,180

短期借入金 1,900,000 1,800,000

1年内償還予定の社債 － 160,000

1年内返済予定の長期借入金 226,000 227,000

未払法人税等 427,893 61,306

未成工事受入金 170,027 91,636

賞与引当金 487,536 103,084

役員賞与引当金 20,815 23,895

工事損失引当金 2,518 177,907

完成工事補償引当金 22,332 22,347

修繕引当金 15,689 15,689

その他 402,218 584,436

流動負債合計 10,647,146 9,604,484

固定負債

社債 － 640,000

長期借入金 333,250 315,750

退職給付引当金 686,380 684,248

役員退職慰労引当金 85,454 81,140

修繕引当金 14,400 15,600

係争関連損失引当金 25,237 25,237

その他 291,551 296,473

固定負債合計 1,436,273 2,058,449

負債合計 12,083,419 11,662,934
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 171,145 171,145

資本剰余金 2,734,145 2,734,145

利益剰余金 2,538,932 2,630,573

自己株式 △235 △798,733

株主資本合計 5,443,987 4,737,129

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △1,050 △5,642

その他の包括利益累計額合計 △1,050 △5,642

純資産合計 5,442,937 4,731,487

負債純資産合計 17,526,356 16,394,421
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

売上高 4,191,914 6,577,630

売上原価 3,316,568 5,370,868

売上総利益 875,346 1,206,761

販売費及び一般管理費 857,710 861,547

営業利益 17,636 345,214

営業外収益

受取利息 10 41

受取配当金 2,066 5,762

受取保険金 － 9,216

受取補償金 － 5,273

その他 884 2,006

営業外収益合計 2,961 22,300

営業外費用

支払利息 6,606 8,039

為替差損 250 2,910

手形売却損 218 －

社債発行費 － 14,057

支払手数料 19,119 200

その他 1,287 －

営業外費用合計 27,482 25,207

経常利益又は経常損失（△） △6,884 342,308

特別損失

固定資産除売却損 456 0

特別損失合計 456 0

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△7,341 342,308

法人税、住民税及び事業税 6,444 49,470

法人税等調整額 37,869 85,543

法人税等合計 44,313 135,013

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△51,655 207,294

四半期純利益又は四半期純損失（△） △51,655 207,294
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△51,655 207,294

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △646 △4,591

その他の包括利益合計 △646 △4,591

四半期包括利益 △52,301 202,702

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △52,301 202,702

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　　　（連結の範囲の重要な変更）

　当社は、平成24年４月１日付で、千葉圧力容器製造株式会社を吸収合併したため、当第１四半期連結会計期間より

連結の範囲から除外しております。

　

【会計方針の変更】

      （減価償却方法の変更）

　　　　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得し

た有形固定資産について、主として改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　　　　これによる当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。　

　　　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

　※　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成24年６月30日）

投資その他の資産     19,452千円     20,006千円

 　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は次のと

おりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日）

減価償却費 11,733千円     29,378千円

のれんの償却額 31,138     31,138

　

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年６月30日）

　　　　１．配当金支払額

 （決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月30日

定時株主総会
普通株式 146,715 100平成23年３月31日平成23年６月30日利益剰余金 

　

２. 株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成23年６月28日を払込期日とする有償一般募集増資による新株式75,000株（発行価格 2,040円、引受

価額 1,897.2円、資本組入額 948.6円）発行により、資本金及び資本準備金がそれぞれ71,145千円増加し、当第１

四半期連結会計期間末において資本金が171,145千円、資本準備金が171,145千円となっております。

　

当第１四半期連結累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年６月30日）

　　　　１．配当金支払額

 （決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月26日

定時株主総会
普通株式 115,654 75平成24年３月31日平成24年６月27日利益剰余金 
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２. 株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成24年５月14日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される

同法第156条の規定に基づき、自己株式の取得を決議し、平成24年５月15日付で自己株式286,200株（取得価額

798,498千円）を取得いたしました。これにより、当第１四半期連結会計期間末において自己株式が798,733千円

（286,293株）となっております。

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年６月30日）及び

当第１四半期連結累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年６月30日）

　当社グループは、各種消火防災設備の設計・施工・保守点検、消火器及び消防自動車の製造・販売、防災用品

の仕入・販売等の防災事業の単一セグメントであるため、セグメント情報は記載を省略しております。

　　　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり

四半期純損失金額（△）
△35円15銭     148円68銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額又は四半期純損失金額

（△）（千円）
△51,655 207,294

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半

期純損失金額（△）（千円）
△51,655 207,294

普通株式の期中平均株式数（株） 1,469,626 1,394,242

　　　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第１四半期連結累計期間については１株当たり四

半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため、当第１四半期連結累計期間については潜在株式が

存在しないため、記載しておりません。　

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　

　

２【その他】

　該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

日本ドライケミカル株式会社(E25282)

四半期報告書

14/16



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

   平成24年８月９日
    

日本ドライケミカル株式会社    

取　締　役　会　御中    

   
    

 有限責任監査法人トーマツ
    

 
指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 中川　正行　　印

    

 
指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 中塚　　亨　　印

    

　

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本ドライケミカ

ル株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成24年４月１

日から平成24年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任　

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論　

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ドライケミカル株式会社及び連結子会社の平成24年６月30日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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